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◦弥富市人事行政の運営などの状況について
１　職員の任免および職員数の状況

２　職員の給与の状況

３　職員研修の実施状況（平成25年度）

人事行政の透明性を高めるため、職員の任用・給与などを市民の皆さんにお知らせします。

人事行政の運営などの状況

（1）職員の任免の状況

区　　分 平成26年度
採用（人）

平成25年度　退職（人）
定　年 自己都合 計

事　務　職 　13 　5 　0 　5
技　術　職 0 1 0 1
医療技術職

（歯科衛生士） 1 　0 　0 　0

保　育　職 8 　0 7 7
技能労務職 0 　4 1 5

計 22 10 8 18

（2）職員数の状況（各年4月1日現在）

部　　　　門 職　員　数（人） 対前年
増減数（人）平成25年度 平成26年度

一般行政部門

議会 4 4 0
総務 57 58 1
税務 22 25 3
民生 162 163 1
衛生 19 20 1
労働 0 0 0

農林水産 9 8 △1
商工 3 3 0
土木 18 19 1
小計 294 300 6

特別行政部門 教育 35 33 △2
普 通 会 計 計 329 333 4

公営企業等
会計部門

下水道 6 5 △1
その他 11 12 1
小計 17 17 0

合　　　計 346 350 4
（注）職員数は、一般職に属する職員であり、教育長、地方公務員の身分を保

有する休職者および派遣職員を含み、臨時または非常勤職員は除きます。

（1）人件費の状況（平成25年度普通会計決算）
住民基本台帳人口

（平成26年3月31日）
歳　出　額

（A）
実　質　収　支 人　件　費

（B）
人　件　費　率

(B／A)
44,498人 13,219,155千円 569,349千円 2,488,479千円 18.8%

（注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬などを含みます。

（2）職員給与費の状況（平成26年度普通会計予算）
職　員　数

（A）
給　　　　　　　　与　　　　　　　　費 1人当たり

給与費（B／A）給　　　料 職 員 手 当 期末・勤勉手当 計（B）
341人 1,162,358千円 　195,532千円 428,495千円 1,786,385千円 5,239千円

（注）給与費は、平成26年度当初予算の計上額であり、職員手当には退職手当は含まれていません。

（3）職員の平均給料月額および平均年齢の状況（平成26年4月1日現在）
区　　　　分 平均給料月額 平均給与月額 平　均　年　齢
一般行政職 326,500円 387,945円 42.8歳
技能労務職 226,000円 238,532円 50.8歳

（4）職員の初任給の状況（平成26年4月1日現在）
区　　　分 初　任　給 採用2年経過日給料額

一般行政職
大学卒 172,200円 188,800円
高校卒 140,100円 149,800円

技能労務職 高校卒 129,200円 137,200円
（注）１ 採用試験に合格し、学校卒業後直ちに採用された者の初任給と、その者が2年後に受けることとなる給料額について掲げたものです。
　　２ 給与制度の改正などにより変更となることがあります。

（5）職員手当の状況
期末・勤勉手当（平成26年4月1日現在）

区　　　分 支　給　割　合
期末手当 勤勉手当

 6 月期 1.225月分 0.675月分
12月期 1.375月分 0.675月分

計 2.60月分 1.35月分
職制上の段階、
職務の級などに
よる加算措置

有

退職手当（平成26年4月1日現在）

区　　　分 支　給　割　合
自己都合 定年・勧奨

勤続20年 21.62月分 27.025月分
勤続25年 30.82月分 36.570月分
勤続35年 43.70月分 52.440月分
最高限度 52.44月分 52.440月分

その他の加算措置など 定年前早期退職特例措置（2〜45%加算）
1人当たり平均支給額 1,099千円 20,281千円

（注）退職手当の1人当たり平均支給額は、平成25年度に退職した職員に支給された平均
額です。

地域手当（平成26年4月1日現在）
支 給 対 象 地 域 全　地　域
支　 給　 率 3%
支給対象職員数 349人
1 人 当 た り
平 均 支 給 月 額 9,100円

特殊勤務手当（平成25年度）
職員全体に占める手当支給対象職員の割合 48.5 %
対象職員1人当たり平均支給年額 5,471円
手当の種類（手当数） 5手当

手当の名称
行旅死亡人取扱手当、防疫作業手当、犬猫等死
体処理取扱手当、生活保護現業業務従事手当、
非常配備従事手当

（注）対象職員1人当たり平均支給年額は、平成25年度普通会計決算額より算出した平均
額です。

時間外勤務手当（平成25年度）
支 　 給 　 総 　 額 55,325千円
1人当たり平均支給年額 198千円

（注）1人当たり平均支給年額は、平成25年度普通会計
決算額より算出した平均額です。

扶養手当（平成26年4月1日現在）
内　　　　　　　　　　容

配偶者 13,000円
配偶者以外の扶養親族1人につき   6,500円
配偶者のいない場合の扶養親族1人まで 11,000円
満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子については、5,000円
を加算

住居手当（平成26年4月1日現在）
借家・借間の場合（家賃月額12,000円を超
える場合に限る。）家賃の額に応じて最高
27,000円を支給

通勤手当（平成26年4月1日現在）
交通機関利用者 運賃に応じて最高55,000円を支給
自動車など使用者

（片道2km未満の者は除く。）
距離に応じて
月額2,000円から24,500円を支給

（注）給与制度の改正により変更となることがあります。

（6）特別職の報酬などの状況（平成26年4月1日現在）
区　　　　分 報酬などの月額 期　末　手　当

給　　料
市　　　長 923,000円

 6 月期　1.40月分
12月期　1.55月分
 　計 　  2.95月分

副　市　長 763,000円
教　育　長 666,000円

報　　酬
議　　　長 496,000円
副　議　長 446,000円
議　　　員 397,000円

区　　　分 研　　　修　　　名 実施件数 人　数
階　層　別　研　修 新規採用、一般前期・後期、新任係長研修など   9   53
派 　 遣 　 研 　 修 地方自治法、地方税研修など 28   66
内 　 部 　 研 　 修 メンタルヘルス研修、議会答弁能力向上研修など   3 115




